
データを「読む」
～未来研データウォッチング～

暮らし向き・行動圏・決済手段にみる消費実態

●家族構成・ライフステージによって分かれる
暮らし向きと消費余力の実像

　今回の調査で、過去１年間における暮らし向
きの変化を尋ねたところ、末子が小学生以下の
世帯では改善した割合が相対的に高い一方、末
子が中学生以上の世帯では悪化との回答が４割
台後半に達した。既婚・子どもなし世帯では改
善が１割超で、悪化は３割台半ばにとどまった。
　これらの結果は、家族構成やライフステージ
によって消費余力が一様ではなく、構造的な差
が生じていることを示している。特に子育て世
帯においては、教育費の負担感が家計のやりく

図表１：暮らし向き（家族構成別）

＊暮らし向き改善層：「1年前と比べて、良くなった」＋「1年前と比べて、どちらかというと良くなった」
＊中間層：「どちらともいえない」
＊暮らし向き悪化層：「1年前と比べて、どちらかというと悪くなった」＋「1年前と比べて、悪くなった」

りに大きく影響している様子が鮮明であり（次
ページ図表２）、同じ年代であっても生活状況や
消費意識に大きな差が生じていると考えられる。
　本稿で、暮らし向きと食料品等の購入時重視
事項との関係を分析したところ、悪化層におけ
る価格選好の強さが確認された（次ページ図 
表３）。但し、他の回答をみると、悪化層は価
格と品質のバランスや消費期限・賞味期限と
いった項目でも、改善層・中間層を上回る回答
割合を示しており、必ずしも安さのみを重視し
ているわけではない。
　今回の結果が示唆するのは、顧客を年齢や性

当研究所は、山口県・広島県・福岡県の消費者（1,882 サンプル）を対象としたアンケート調査レポート「山口県・広島県・福岡
県　消費行動の構造分析 2025 ～物価上昇下における『選択基準』と『購買行動』の実態解明～」を発刊しました（有料）。
「データを『読む』」では、本レポートのうち「ちいき未来研究所　季報」2026 年 1月号・4月号掲載分以外の内容に係る分析結果
を連載いたします。今回はBtoC 事業者全般を想定し、暮らし向き・行動圏・決済手段にみる消費実態をまとめました。
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図表２：暮らし向き悪化理由上位（家族構成別）

図表３：食料品等購入時重視事項

＊回答者全体での回答割合 5％以上の項目
＊回答割合の背景が薄青：全体の回答割合＋ 5ポイント以上 10 ポイント未満
　　　　　　　　　濃青：全体の回答割合＋10ポイント以上

＊回答者全体での上位 10項目

別といった属性だけで捉えるのではなく、世帯
構成やライフステージ、さらには生活状況を踏
まえた多面的なセグメンテーションが重要な点
である。こうした視点を取り入れた販売戦略は、
短期的な売上確保にとどまらず、長期的な顧客
関係の構築にも寄与すると考えられる。

●日常消費は地元、非日常消費は広域へ広がる
行動実態

　本調査では、食料品等・衣料品等の購入エリア、
および旅行・レジャーの訪問エリアについて調
査を行った（次ページ図表４～６）。山口県３都
市・広島県２都市・福岡県２都市の結果をみる
と、日常的な食料品購入は居住都市内が中心で
ある一方、衣料品購入や旅行・レジャーでは県
内他都市や県外都市を訪れる割合が高い。つま

り、すべての消費行動が生活圏内で完結してい
るわけではなく、消費者は日常消費と非日常消
費を明確に使い分けており、後者においては行
動範囲が大きく広がっていることが確認された。
　この結果は、BtoC 事業者にとって二面的な意
味を持つ。一方では、都市部や他地域との競争
に常に晒されていることを意味するが、他方で
は非日常性や独自性を備えることで、広域から
顧客を呼び込める余地があることを示している。
　例えば、イベントや体験型サービス、地域性
を活かした企画などは、こうした非日常需要と
親和性が高いと考えられる。企業においては、
自社・店舗の提供価値が、消費者にとっての「わ
ざわざ行く理由」となり得るかどうかを戦略的
に検証し、その結果を踏まえて対応していくこ
とが重要といえよう。
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図表４：食料品等購入者の購入エリア

図表５：衣料品等購入者の購入エリア

図表６：旅行・レジャー経験者の訪問エリア

＊複数回答

＊複数回答

＊複数回答
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●決済手段の違いが映す商品特性と購買心理
　アンケートでは、ジャンルごとの決済手段に
ついても調査を行った。結果をみると、食料品
や飲食店では現金に加えて QR コード決済の利
用が多く、衣料品ではクレジットカード決済が
最多となっている。
　決済手段は単なる支払方法にとどまらず、消
費者の購買心理や商品に対する価値認識を反映
していると考えられる。購入頻度が高く金額が
比較的小さい商品では、スピードや手軽さと
いった利便性が重視され、単価が高い商品では
後払い・分割が可能な決済手段が選ばれやすい
傾向がみられる。
　注目すべき点は、高年層においても QR コー
ド決済の利用が着実に広がっていることである。
これは、消費者が年代を問わず、利便性や合理
性を基準に柔軟に決済手段を選択していること
を示唆している。
　企業にとって、決済環境の整備は顧客満足度
の向上に加え、支払手段を理由とした購買機会
の損失を防ぐ重要な要素である。商品特性や
ターゲット層に応じた決済手段を適切に用意す
ることは、今後ますます競争力を左右するポイ
ントになるといえよう。

●総括
　本調査からは、消費者の行動や価値判断が、
年齢や性別といった表層的な属性ではなく、世
帯構成やライフステージ、生活状況によって大
きく左右されている実態が浮き彫りとなった。
また、日常と非日常で消費行動のエリアを使い
分ける傾向、さらには決済手段の柔軟な選択
は、消費者の合理的判断力の高さを示している。
BtoC 事業者においては、こうした多面的な消
費行動を的確に捉えた上で、「わざわざ選ばれ
る理由」を設計すると共に、購買機会を逃さな
い環境整備を進めることが、今後の競争力強化
に不可欠といえよう。

＊レポート（有料版）は、冊子版・WEB 版の２
種類です（いずれも消費税込 20,000 円）。ご購
入をご希望の方は、下記の２次元コードより申
込フォームへのアクセスをお願いいたします。

【問い合わせ先】ちいき未来研究所　能野　
　　　　　　　　TEL　083-268-1155
　　　　　　　　Eメール　office@miraiken.or.jp

申込フォーム▶

図表７：商品等購入時決済手段（年代別）

ちいき未来研究所 調査月報 2026.5 │　21

視　

点

経
営
者

イ
ン
タ
ビ
ュ
ー

我
が
社
の
イ
チ
推
し

対
談「
未
来
を
紡
ぐ
」

地
域
ト
ピ
ッ
ク
ス

デ
ー
タ
を
読
む

Ｄ
Ｉ
特
別
調
査

ア
ジ
ア
ニ
ュ
ー
ス

経
済
動
向

読
者
ア
ン
ケ
ー
ト

結
果

調
査
月
報
予
告


